
評価
　

う

に相談できる人・機関

福

の充実に満足している

祉

」市民の割合 単位 ％

現

の

状値 32.7

年度 R 

ま

2 R 3 R 4 R 5

ち

R 6 R 7 R 8 R

づ

 9 R10 R11 R1

く

2

計画値 33.5 33

り

.5 35.0 35.0

主

36.5 36.5 38

地

管

.0 38.0 39.0

部

39.0 40.0

実績

局

値 38.7 38.7 3

福

8.4 38.4 0.0

祉

0.0 0.0 0.0 0

部

.0 0.0 0.0

市民

主

意識調査の「困ったと

管

きに相談できる人・機

課

関の充実」に対する満

地

足度で「満足」又は「

域

域

おおむね満
算定式、

足

福

」と答えた市民の割合

祉

データの
最終目標値4

課

0－現状値33＝7　

関

　7÷6＝1.16・

係

・・R2～9まで2年

課

毎に1.5％増、R1

地

0～は2年毎に1.0

域

％増
出所等

福祉総合相

福

談室において、複雑化

で

祉

・複合化した地域課題

課

について横断的な支援

２

を行っています。
計画

　

値、 昨今、注目されて

施

いるヤングケアラーの

策

支援については、早期

が

発見につなげる取組と

目

して、チラシ及びウ
実

指

績値の ェブサイトによ

す

る相談先の周知や市民

支

大

を対象とした研修会を

府

開催するなど、気づき

市

の目を増やしています

の

推移に関する 。
分析と

姿

評価  
 

市民、団体

え

、事業者、行政など関

合

係機関の効果的な連携

う

による、支え合いや助

福

け合いができるまちに

祉

なっ

内容 ています。

結
のまち

３　令和 5年度　施

づ

策フルコスト（単位：

く

千円）
 歳出（使った

り

お金） R 5決算 R 6予算
 (1)人件費 91,684 0
 (2)事業費 710,237 27,501
 フル

果

コスト（歳出合計） 801,921 27,501
 歳入（お金の出所） R 5決算 R 6予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 455,863 4,024
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 24,081 8,2

の

01
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 24,743 0
 (5)一般財源（市税収入など） 205,55

１

0 15,276
 歳入

　

合計 710,237 2

第

7,501

公

６次大府市

４　

総

「ひとの健康」指標（

合

施策評価指標）
有効性

計

指標１

指標名 「福祉ボ

画

ランティア・ＮＰＯ活

に

動の支援に満足してい

表

お

る」市民の割合 単位 ％

け

現状値 30.9

年度 R

る

 2 R 3 R 4 R 

位

5 R 6 R 7 R 8

置

R 9 R10 R11 R

づ

12

計画値 32.5 3

け

2.5 34.0 34.

、

0 35.5 35.5 3

担

7.0 37.0 38.

当

5 38.5 40.0

実

施

課

績値 34.8 34.8

健

39.4 39.4 0.

康

0 0.0 0.0 0.0

領

0.0 0.0 0.0

市

域

民意識調査（隔年実施

ひ

）における「福祉ボラ

と

ンティア・ＮＰＯ活動

の

の支援」に対する満足

健

度で「満足」
算定式、

康

又は「おおむね満足」

策

政

と答えた市民の割合
デ

策

ータの
最終目標値40

地

－現状値31＝9　　

域

9÷6＝1.5・・・

で

2年毎に1.5％の増

助

出所等

新型コロナウイ

け

ルス感染症が５類感染

合

症へ移行したことによ

え

り、少しずつ、活動の

る

機会がコロナ前の状況

名

ま

計画値、 に戻りつつあ

ち

ります。多くのボラン

施

ティアや市民団体の活

策

動により、地域におけ

地

る福祉の活性化が図ら

域

れ
実績値の 、多様化す

で

るニーズに対応できて

支

います。
推移に関する

え

分析と評価

有効性指標

合

２

指標名 「困ったとき



評価
　

4

に係る相談件数（延べ

R

）
妥当性 Ａ利用促進事

 

業 室 (33,491)

5

指標名

有効性 Ａ単年度

R

計画値 240.0
単年

 

度実績値 237.0
単

6

年度達成率 98.8%

R

効率性 Ａ最終目標に -

 

対する達成率
　事務事

7

業の方向性
Ｂ：現状の

地

R

まま継続
超高齢社会に

 

より、対象となる認知

8

症高齢者や親なき後の

R

問題を抱える障がい者

 

の増加が見込まれてい

9

ま
す。成年後見制度を

R

必要な人が安心して制

1

度を利用できるよう、

0

継続して相談業務、市

R

長による申立てを
実施

域

1

します。
 

1 R12

計画値 27

で

.0 27.0 28.5

支

28.5 29.0 29

え

.0 29.5 29.5

合

30.0 30.0 30

う

.0

実績値 22.5 2

福

2.5 23.4 23.

祉

4 0.0 0.0 0.0

結
の

0.0 0.0 0.0 0

ま

.0

市民意識調査で「

ち

地域の見守り（メール

づ

マガジンの登録、捜索

く

訓練、近所への声掛け

り

など）を行うこと」
算定式、

に「積極的に」又は「ある程度」取り組んでいると答えた市民の割合
データの

最終

果

目標値30－現状値26.5＝3.5　　3.5÷6≒0.5
出所等

新型コロナウイルス感染症が５類感染症へ移行したことにより、少しずつ、自粛していた外出や制限をし
計画値、 ていた活動がコロナ前の状況に戻りつつ

の

ありますが、目標を達成するまでに至りませんでした。
実績値の

推移に関する
分析と評価

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

地域福祉

公

推進 地域福祉課 49,897 福祉・健康フェ

有

ア参加団体数
妥当性 Ａ

効

事業 (49,897)

性

指標名

有効性 Ａ単年度

指

計画値 91.0
単年度

標

実績値 73.0
単年度

３

達成率 80.2%
効率

指

性 Ａ最終目標に 76.

標

8%
対する達成率

　事

表

名

務事業の方向性
Ａ：拡

「

大
ダブルケアやヤング

地

ケアラーなど、地域住

域

民の支援ニーズが複雑

の

化・複合化する中、支

見

援の在り方につい
ても

守

画一的なものではなく

り

、重層的な支援体制を

を

構築する必要がありま

行

す。

施

ってい

事務事業名 課名 フ

る

ルコスト 最重要指標 評

」

価点
（前年度比）

福祉

市

総合相談 福祉総合相談

民

27,735 おくやみ

の

窓口利用件数
妥当性 Ａ

割

事業 室 (27,735

合

) 指標名

有効性 Ａ単年

策

単

度計画値 380.0
単

位

年度実績値 422.0

％

単年度達成率 111.

現

1%
効率性 Ａ最終目標

状

に 105.5%
対する

値

達成率
　事務事業の方

2

向性
Ｂ：現状のまま継

6

続
おくやみ窓口、ひき

.

こもり支援、断らない

5

相談や必要時の多機関

名

年

協働事業等を今後も継

度

続して実施してい
きま

R

す。

 2 R

事務事業名 課名 フ

 

ルコスト 最重要指標 評

3

価点
（前年度比）

成年

R

後見制度 福祉総合相談

 

33,491 成年後見



評価
　

談

成率
　事務事業の方向

及

性
Ｂ：現状のまま継続

び

新型コロナウイルス感

支

染症が第５類に移行し

援

たことで、社会経済の

活

混乱は落ち着きを見せ

動

ていますが、依
然とし

数

て生活を再建できずに

妥

いる方からの相談が続

当

いているため、事業を

地

性

継続することが必要で

Ａ

す。

(23,307)

域

指標名

有効性 Ａ単年度

で

計画値 2,400.0

支

単年度実績値 1,64

え

8.0
単年度達成率 6

合

8.7%
効率性 Ａ最終

う

目標に 55.7%
対す

福

る達成率
　事務事業の

祉

方向性
Ｂ：現状のまま

結
の

継続
定年年齢の延長や

ま

共働き世帯の増加等に

ち

より、民生委員の担い

づ

手不足が年々深刻化し

く

ています。令和７年
度

り

の一斉改選に向け、現任委員や地域と連携して、計画的に後任者の選定を進めます。

果

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

社会福祉協議 地域福祉課 18,314 ボランティア登録人数
妥当性 Ａ会事業 (18,314) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 1

の

,690.0
単年度実績値 1,423.0
単年度達成率 84.2%

効率性 Ａ最終目標に 80.9%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
地区福祉委員会の活動や福祉実践教室の取組を通じて、一人でも多くの

公

市民に地域の活動に関心をもって
もらい、活動につなげていくことを目指します。

事

事務事

務

業名 課名 フルコスト 最

事

重要指標 評価点
（前年

業

度比）
生活困窮者自 地

表

名

域福祉課 8,487 自

課

立支援によって困りご

名

とが解決した割合
妥当

フ

性 Ｂ立支援事業 (8,

ル

487) 指標名

有効性

コ

Ｂ単年度計画値 100

ス

.0
単年度実績値 92

ト

.9
単年度達成率 92

最

.9%
効率性 Ａ最終目

重

標に 92.9%
対する

施

要

達成率
　事務事業の方

指

向性
Ｂ：現状のまま継

標

続
新型コロナウイルス

評

感染症が第５類に移行

価

したことで、社会経済

点

の混乱は落ち着きを見

（

せ、相談件数は大
きく

前

減少しました。
コロナ

年

禍の支援では、就労支

度

援による収入の増加に

策

比

加え、家計改善や低家

）

賃物件への転居などに

民

よる支出
抑制の支援の

生

必要性が浮彫になりま

委

した。

員事業

事務事業名 課名

地

フルコスト 最重要指標

域

評価点
（前年度比）

生

名

福

活保護事業 地域福祉課

祉

642,894 生活保

課

護世帯訪問回数
妥当性

2

Ａ(642,894)

3

指標名

有効性 Ｂ単年度

,

計画値 1,454.0

3

単年度実績値 774.

0

0
単年度達成率 53.

7

2%
効率性 Ｂ最終目標

相

に 53.2%
対する達



評価
　

戦没者追悼式参列者数

地

妥当性 Ａ(9,823

域

) 指標名

有効性 Ａ単年

で

度計画値 230.0
単

支

年度実績値 142.0

え

単年度達成率 61.7

合

%
効率性 Ａ最終目標に

う

47.3%
対する達成

福

率
　事務事業の方向性

祉

Ａ：拡大
ロシアによる

結
の

ウクライナ侵攻、イス

ま

ラエルの問題など、国

ち

際的に平和を願う声が

づ

大きくなっています。

く

戦
後79年が経過し、

り

戦争を体験した世代が高齢化しているため、当時を知る方々の負担をできるだけ減らし
ながら、次世代に効率的

果

に継承できる事業を展開していきます。

６　施策の事後評価
高齢化や核家族化の進展に伴い、地域のつながりが希薄化し、複数の課題を抱える世帯や生活の悩みを相

現状認識 談できず地域で孤立し

の

てしまう世帯など、地域福祉の課題は複雑化・複合化しています。
（施策を また、長引くエネルギー・食料品等の物価高騰の影響により、生活に困窮する世帯が増加しています。

とりまく状況
の変化や課題

等）

地域住民の一

公

人ひとりが「我が事」意識を持ち、行政に頼るのではなく、地域の中で支え合う取組が構築
されるよう、地域活動への参加を促進する

事

とともに、世代を超え

務

た住民同士が、誰でも

事

気軽に参加・交流
施策

業

の推進 できる場や機会

表

名

づくりを推進します。

課

に向けた 生活に困窮す

名

る世帯からの相談等に

フ

対し、引き続き、個々

ル

のケースに合った適切

コ

な支援を行います。
今

ス

後の方針

ト 最重

施

要指標 評価点
（前年度

策

比）
平和事業 地域福祉

名

課 9,823 平和祈念



評価
　

地

 4 R 5 R 6 R 

域

7 R 8 R 9 R10

参

R11 R12

計画値 4

加

4.0 44.0 46.

の

0 46.0 48.0 4

促

8.0 50.0 50.

進

0 52.0 52.0 5

主

5.0

実績値 46.0

管

46.0 45.2 45

部

.2 0.0 0.0 0.

高

局

0 0.0 0.0 0.0

福

0.0

市民意識調査の

祉

「高齢者の施設や福祉

部

サービス」に対する満

主

足度で「満足」又は「

管

おおむね満足」と答え

課

算定式、
た市民の割合

高

データの
出所等

新型コ

齢

ロナウイルス感染症感

障

染拡大の影響で施設や

齢

が

福祉サービスを利用し

い

づらい状況がありまし

支

たが、制
計画値、 限が

援

なくなった後も福祉サ

課

ービスの利用が進んで

関

いないため、計画値を

係

実績値が下回っている

課

と思われま
実績値の す

高

。
推移に関する 介護施

齢

設は介護保険事業計画

者

障

に基づいて計画的に整

が

備するとともに、福祉

い

サービスについてはサ

支

ービスの
分析と評価 拡

援

充に努めています。

課

２　施策

の

が目指す大府市の姿
高

社

齢者が自らの経験・知

会

識を生かしながら、自

・

主的に参加できる生き

地

がいの場が地域に存在

域

し、いきいき

内容 と暮

結
参

らせる地域社会が形成

加

されています。

の促

３　

進

令和 5年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出（使ったお金） R 5決算 R 6予算
 (1)人件費 26,251 0
 (2)事

果

業費 44,838 30,168
 フルコスト（歳出合計） 71,089 30,168
 歳入（お金の出所） R 5決算 R 6予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 7 3,142
 (2)県支出金（愛知県から出たお金

の

） 5 1,434
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 5,482 0
 (5)一般財源

１

（市税収入など） 39

　

,344 25,592

第

 歳入合計 44,83

６

8 30,168

公

次大府市総合

４　「ひとの健康」指

計

標（施策評価指標）
有

画

効性指標１

指標名 「高

に

齢者の活動の機会・場

お

づくりへの支援に満足

表

け

している」市民の割合

る

単位 ％

現状値 45.0

位

年度 R 2 R 3 R 

置

4 R 5 R 6 R 7

づ

R 8 R 9 R10 R

け

11 R12

計画値 46

、

.0 46.0 48.0

担

48.0 50.0 50

当

.0 52.0 52.0

課

54.0 54.0 55

施

健

.0

実績値 44.0 4

康

4.0 44.1 44.

領

1 0.0 0.0 0.0

域

0.0 0.0 0.0 0

ひ

.0

市民意識調査の「

と

高齢者の活動の機会・

の

場づくりへの支援」に

健

対する満足度で「満足

康

」又は「おおむね満
算

政

定式、
足」と答えた市

策

策

民の割合
データの
出所

地

等

新型コロナウイルス

域

感染症の感染症対策を

で

行った上でサロン等を

助

継続して運営できるよ

け

う支援し、高齢者
計画

合

値、 の活動機会の提供

え

を支えてきましたが、

る

制限がなくなった後も

ま

高齢者の外出機会の増

名

ち

加が緩やかなため、
実

施

績値の 計画値を実績値

策

が下回っていると思わ

高

れます。
推移に関する

齢

分析と評価

有効性指標

者

２

指標名 「高齢者の施

の

設や福祉サービスに満

社

足している」市民の割

会

合 単位 ％

現状値 42.

・

5

年度 R 2 R 3 R



評価
　

4

4,100.0
単年度

R

実績値 27,004.

 

0
単年度達成率 112

5

.0%
効率性 Ａ最終目

R

標に 86.6%
対する

 

達成率
　事務事業の方

6

向性
Ｂ：現状のまま継

R

続
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基準日（3月31日）時点の認知症サポーター養成者数（累計

果

）
算定式、
データの
出所等

サポーター養成2万人チャレンジの目標達成後も養成者数は継続的に増加しています。今後も引き続きサ
計画値、 ポーター養成に努めていく必要があります。
実績値の

推移に関する
分析と評価

の

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

高齢者の生き 高齢障がい支 16,156 プール・温泉等の助成件数
妥当性 Ａがい推進事業 援課 (16,

公

156) 指標名

有効性

有

Ａ単年度計画値 24,

効

000.0
単年度実績

性

値 22,176.0
単

指

年度達成率 92.4%

標

効率性 Ａ最終目標に 4

３

2.6%
対する達成率

指

　事務事業の方向性
Ａ

標

：拡大
高齢者の居場所

名

づくりは、地区福祉委

表

認

員会等での地域住民に

知

よる働きかけで増やし

症

ていくことを目指しま

サ

す。

ポータ

事務事業名 課名 フ

ー

ルコスト 最重要指標 評

養

価点
（前年度比）

高齢

成

者虐待防 福祉総合相談

施

者

10,773 成年後見

数

制度の市長申立て件数

（

妥当性 Ａ止事業 室 (1

累

0,773) 指標名

有

計

効性 Ａ単年度計画値 5

）

.0
単年度実績値 0.

単

0
単年度達成率 -

効率

位

性 Ａ最終目標に -
対す

人

る達成率
　事務事業の

現

方向性
Ｂ：現状のまま

策

状

継続
今後も引き続き、

値

高齢者虐待の未然防止

1

のための適切な知識の

2

普及啓発を実施します

,

。また、高齢者虐待
発

4

生時には関係機関と連

4

携し、虐待を収束させ

3

るための対応を実施し

.

ていきます。
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名

年度

事務事業

R

名 課名 フルコスト 最重

 

要指標 評価点
（前年度

2

比）
高齢者生活支 高齢

R

障がい支 30,676

 

配食サービス配食数
妥

3

当性 Ａ援事業 援課 (3

R

0,676) 指標名

有

 

効性 Ａ単年度計画値 2



評価
　

き幸齢者フェスタ参加

高

者数
妥当性 Ａ援課 (1

齢

6,398) 指標名

有

者

効性 Ａ単年度計画値 1

の

,500.0
単年度実

社

績値 1,055.0
単

会

年度達成率 70.3%

・

効率性 Ａ最終目標に 1

地

3.2%
対する達成率

域

　事務事業の方向性
Ｂ

結
参

：現状のまま継続
新た

加

に開催した「いきいき

の

幸齢者フェスタ」を継

促

続して開催します。

進

６　施策の事後評価
新型コロナウイルス感染拡大の影響により在宅生活が長引いていましたが、制限がなくな

果

った後も福祉サ
現状認識 ービス等の利用は緩やかに増加しています。
（施策を

とりまく状況
の変化や課題

等）

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により在宅生活が長引いていましたが、制限がなくなった後も
人の移動

の

や社会参加は緩やかに増加しています。今後も健康増進、社会参加の拡大を図る必要があります
施策の推進 。
に向けた
今後の方針

公

事務事業名

表

課名 フルコスト 最重要

施

指標 評価点
（前年度比

策

）
敬老事業 高齢障がい

名

支 16,398 いきい
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大府市障がい者相談

る

支援センターへの年間

障

人

相談者数（実人数）
算

が

定式、
データの
出所等

自

前年と比べて人数が増

分

加しており、相談者数

ら

の計画値を実績値が上

し

回る傾向が続いていま

く

す。
計画値、 相談を通

地

して、本人や家族に合

域

った的確な支援を実施

で

していくとともに、サ

が

暮

ービスの利用に当たっ

ら

ては障
実績値の がい者

せ

相談支援センターによ

る

る計画作成を行い、専

ま

門的な支援を行ってい

ち

きます。
推移に関する

づ

分析と評価

くり
主
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主管課 高

の

齢障がい支援課
関係課

あ

高齢障がい支援課
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く生活することが
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できるまちになってい
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地域

３　令和 5

で

年度　施策フルコスト

暮

（単位：千円）
 歳出

ら

（使ったお金） R 5

せ

決算 R 6予算
 (1

果
る

)人件費 65,725

ま

0
 (2)事業費 2,

ち

258,055 296

づ

 フルコスト（歳出合

く

計） 2,323,78

り

0 296
 歳入（お金の出所） R 5決算 R 6予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 1,054,48

の

0 7
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 528,062 3
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 9,737 0
 (5)一般財源（市税収入など） 665,776 286
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 歳入合計 2,258,055 296
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け
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、
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担
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当

満足」又は「おおむね

策

課

満足」と答
算定式、

え

健

た市民の割合
データの

康

出所等

市内でのグルー

領

プホーム開設を始め、

域

障がい者への支援環境

ひ

が整ってきたことによ

と

り、満足している市民

の

計画値、 の割合が増加

健
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実績値の

康
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政
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策
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評価
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.

要指標 評価点
（前年度

5

比）
障がい自立支 高齢

年

障がい支 1,067,

度

746 相談支援専門員
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がサービス等利用計画

 

を作
妥当性 Ａ援給付事

2
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効
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事務事業の方向性
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R
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移

 

譲に合わせて、事務手
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刈谷公共職
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業安定所算出による障

地

がい者の法定雇用率を

域

達成している市内企業

で

の割合
算定式、
データ

暮

の
出所等

前年と比べて

ら

9.4ポイント割合が

せ

増加しています。引き

果
る

続き、障がい者雇用へ

ま

の情報提供をすすめ、

ち

障が
計画値、 い者雇用

づ

事業所連絡協議会への

く

加入促進と協議会にお

り

ける障がい者雇用の現状を始めとした情報提供、雇
実績値の 用促進策などを検討し、障がい者雇用をすすめる必

の

要があります。
推移に関する
分析と評価

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

障がい者等相 高齢障がい支 31,915 相談延べ件数
妥当

公

性 Ａ談支援事業 援課 (31,915) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 8,660.0
単年度実績値 14,160.0
単年度達成率 163.5%

効率性 Ａ最終目標に 149.8%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま

表

継続
障がい児・者の増加だけでなく、高齢化

有

や障がいの重度化・多

効

様化、養育力の弱い家

性

庭の増加などに対応
す

指

るために、相談支援専

標

門員の専門性の向上や

３

多機関多職種との連携

指

、柔軟な相談支援体制

標

の構築などの
必要性が

施

名

あります。

障がい

事務事業名

者

課名 フルコスト 最重要

の

指標 評価点
（前年度比

法

）
障がい地域生 高齢障

定

がい支 91,729 移

雇

動支援事業利用者数
妥

用

当性 Ａ活支援事業 援課

策

率

(91,729) 指標

を

名

有効性 Ａ単年度計画

達

値 170.0
単年度実

成

績値 145.0
単年度

し

達成率 85.3%
効率

て

性 Ａ最終目標に 77.

い

1%
対する達成率

　事

る

務事業の方向性
Ｂ：現

企

状のまま継続
障がい者

業

の高齢化、障がいの重

名

の

度化と多様化等に伴う

割

多様化する障がい者支

合

援のニーズに対応する

単

ために
、制度の新設と

位

見直しなど柔軟に支援

％

体制の整備を行う必要

現

があります。

状値 5

事務事業



評価
　

障

) 指標名

有効性 Ａ単年

が

度計画値 46.0
単年

い

度実績値 57.0
単年

支

度達成率 123.9%

1

効率性 Ａ最終目標に 1

8

14.0%
対する達成

,

率
　事務事業の方向性

2

Ａ：拡大
企業における

9

障がい及び障がい者の

2

理解を進めるとともに

障

福

、障がい者の確実な就

祉

労及びその定着に向け

タ

た
支援体制を充実する

ク

必要があります。

シー利用件数

が

妥当性 Ａービス事業 援

い

課 (18,292) 指

の

標名

有効性 Ａ単年度計

あ

画値 1,280.0
単

る

年度実績値 772.0

人

単年度達成率 60.3

が

%
効率性 Ａ最終目標に

自

51.5%
対する達成

結
分

率
　事務事業の方向性

ら

Ａ：拡大
障がい者の高

し

齢化、障がいの重度化

く

と多様化等に伴い、多

地

様化する障がい者支援

域

のニーズに対応するた

で

め
に、制度の新設と見

暮

直しなど柔軟に支援体

ら

制の整備を行う必要が

せ

あります。

果
るまち

事務事業名

づ

課名 フルコスト 最重要

く

指標 評価点
（前年度比

り

）
障がい児支援 子ども未来課 498,739 通所給付決定数

妥当性 Ａ事業 (498,739) 指標名

有効性 Ａ単

の

年度計画値 392.0
単年度実績値 393.0
単年度達成率 100.3%

効率性 Ａ最終目標に 78.3%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
サービスを必要とする障がい児は増加傾向にあります。また市内

公

事業所も増加傾向にあります。関係機関
と連携し、市内の社会資源を把握しながら、障がい児とその家族にとって適切なサービスを支給決定して
いきます。

表

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

発達支援セン 子ども未来課 204,801 児童発達支援事業利用人数（おひ

事

さま）
妥当性 Ａター管

務

理事業 (204,80

事

1) 指標名

有効性 Ａ単

業

年度計画値 6,300

施

名

.0
単年度実績値 5,

課

938.0
単年度達成

名

率 94.3%
効率性 Ａ

フ

最終目標に 94.3%

ル

対する達成率
　事務事

コ

業の方向性
Ｂ：現状の

ス

まま継続
受給者証を持

ト

つ障がい児や市内事業

最

所の増加により、地域

重

の中核を担う発達支援

策

要

センターの役割がます

指

ま
す重要になると考え

標

られます。
今後も関係

評

機関と連携を図り、発

価

達が気になる児童とそ

点

の保護者に寄り添いな

（

がら、個々の発達の度

前

合い
に合わせた療育を

年

提供していきます。

度

名

比）

事

障

務事業名 課名 フルコス

が

ト 最重要指標 評価点
（

い

前年度比）
障がい者就

福

労 高齢障がい支 406

祉

,027 障がい者雇用

サ

事業所連絡協議会の会

高

員数
妥当性 Ａ支援事業

齢

援課 (406,027



評価
　

総合相談 5,998 障

障

がい者虐待防止研修（

が

啓発）の実施回数
妥当

い

性 Ａ防止事業 室 (5,

の

998) 指標名

有効性

あ

Ａ単年度計画値 14.

る

0
単年度実績値 17.

人

0
単年度達成率 121

が

.4%
効率性 Ａ最終目

自

標に 94.4%
対する

結
分

達成率
　事務事業の方

ら

向性
Ｂ：現状のまま継

し

続
今後も引き続き、障

く

がい者虐待の未然防止

地

のための適切な知識の

域

普及啓発を実施します

で

。また、障がい者
虐待

暮

発生時には関係機関と

ら

連携し、虐待を収束さ

せ

せるための対応を実施

果
る

していきます。

ま

６

ち

　施策の事後評価
サー

づ

ビスの提供や環境整備

く

などにより障がいへの

り

理解がすすみ、施設やサービスに満足している市民の割
現状認識 合が高く、雇用率の増加につながっているもの

の

と考えられます。
（施策を

とりまく状況
の変化や課題

等）

手話言語条例やコミュニケーション促進条例により障がい者支援の市の姿勢を示すとともに、条例に基づ
く支援策を実施してきました。今後も障がいへの理解促進、

公

障がいの特性に合わせた支援を進めていきま
施策の推進 す。
に向けた
今後の方針

表

事務事業

施

名 課名 フルコスト 最重

策

要指標 評価点
（前年度

名

比）
障がい者虐待 福祉


